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2026年 5-6月 機関投資家向けミーティング Q&A（要旨） 
 
［日   時］ 2026年 5月 29日（金）17:00-18:00 （日本時間） 
  2026年 6月 2日（火） 08:00-09:00 （日本時間） 
［面談形式］ オンライン・グループミーティング（Fireside Chat︓FSC） 
［モデレータ］ SMBC日興証券株式会社  
                 - 株式調査部 チーフアナリスト 桂 竜輔 氏 
［登 壇 者］   パナソニック ホールディングス株式会社 

- グループ CEO 楠見 雄規 
- グループ CSO 隅田 和代  

                 - 事業管理 IR・財務部長 長町 佳昌  
 

※本資料は、上記オンライン・グループミーティングにおける質疑応答の内容を要約したものです。

回答は特に記載がない限り、楠見グループ CEO によるものです。 

 

主な質疑要約 

■ グループ成長戦略、経営全般、ガバナンスについて 

Q: 2026 年 5 月 12 日に発表されたグループ成長戦略に関して、従来の 3 ヵ年中期経営計画から

毎年ローリング方式へ移行された背景についてお聞かせください。 

A: 事業環境や技術の変化が著しい現在においては、もっと早いサイクルでアクションも目標も変え

てゆく必要がある。今後は、3 年後・6 年後を見据えて戦略やアクションプランを毎年見直し、

KPI(Key Performance Indicator ：重要業績評価指標 ）および KGI （ Key Goal 

Indicator：最終目標指標）を設定していくことにした。こうした考え方に基づき、中期経営計画

ではなく成長戦略として毎年ローリングする形に変更した。 なお、変化対応力が求められる事業

については、１年を待たず、戦略・アクションの見直しは適時、実施していく予定。 

 

Q: 前中長期戦略（22～25 年度）では、注力投資 3 領域（車載電池、空質空調、SCM）に約 6,000

億円を投資したが、目論見通りにはならなかった。そのため、次期戦略では、投資回収フェーズに

入り、株主還元の余力が拡大することを市場の一部では期待する見方もあった。今回発表された

戦略投資 5,000 億円は、ベクトルも金額もサプライズに感じる。今回と前回の戦略投資ではど

う違うのか。また、このタイミングで、投資判断に至った背景ならび基準を教えていただきたい。 

A: 前中長期戦略の注力 3 領域については、車載電池および空質空調（特に欧州の A2W：Air to 

water heat pump）において、前者は米国の政策変化、後者は高騰していたガス価格が落ち着

き、各国の補助金制度が変わるなど事業環境が大きく変化し、当初の想定どおりには進んでいな

い。但し、両事業とも長期的観点では成長領域であるとの認識に変わりはない。車載電池では、日

本で生産している 1865 セルの生産稼働率が下がり苦戦しているが、データセンター向け用途へ

の転用により収益改善を図っていく。 
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また、Blue Yonder（BY）はサプライチェーン・プランニング領域に強みを持つが、ソフトウェア

の再構築が必要な状況を、買収前に十分見極められていなかった点は反省している。このため

BY では、商品開発に対する戦略投資を２３年度から実施し、26 年度下期以降に、コグニティブソ

リューションの販売拡大を見込んでいる。 
株主還元については、今後は回収フェーズに入るため大きな投資はないとお伝えしてきたため、

投資家の皆様の期待があることは認識している。しかしながら、自己株式の取得よりは、中長期で

資本コストを上回るリターンが見込める領域に重点的に投資する必要があり、AIインフラ、特に生

成AI向けデータセンターインフラの需要は確実に拡大するとの認識に基づき、今回の投資判断に

至った。生成 AI の進展により、多くの業務がエージェント技術へと置き換わる動きが加速してお

り、この分野の需要は今後も拡大が見込まれる。こうした急激な環境変化は、1 年前には想定でき

なかったものであり、投資判断は変化に応じて柔軟に見直すべきであるとの考えから、今回のキ

ャピタルアロケーションを決定した。 

 

Q: 2026 年度末に向け、課題事業の方向付けが出来ていると認識しているが、この他に、残されて

いる課題はあるのか。また、今後の事業ポートフォリオの考え方について教えていただきたい。 

A: 課題事業と見極めが必要な事業、つまり、低収益事業の方向付けは一旦完了した。しかし、事業環

境の変化に応じたポートフォリオの最適化は、継続的に実施していく。事業ポートフォリオの基本

的な判断基準は、「ベストオーナーであるか否か」である。各事業は、社会から預かった人材や資本

で成り立っており、当社グループの傘下にあることで競争劣後を招くのであれば、より適したオー

ナーに委ねるべきである。この考え方に基づき、オートモーティブ事業を 2024 年１２月(24 年

度)にプライべートエクイティに株式譲渡し、ハウジング事業を 2026 年３月(２５年度)に YKK グ

ループへ株式譲渡した。 

一方で、課題として認識しているのは、多数の事業を抱える重層構造のコングロマリットである点

である。この構造は、2001 年から 2011 年にかけて、上場子会社の完全子会社化や、当時の松

下電工および三洋電機の完全子会社化を経て形成されたものである。現在は、事業部の上に事

業会社、その上に持株会社であるパナソニック ホールディングスが位置する三層構造となってい

る。この構造には 3 つの課題がある。第一に、事業環境や競合状況に関する詳細な理解は、現場

の事業部の方が優れており、ホールディングス層の意思決定はマクロ視点に偏る傾向がある。そ

の結果、大きな方向性に問題がなければ追認型の判断となり、意思決定の質とスピードが十分に

高まらない。 

また、個別では高収益とは言えない事業であっても、集約すると巨額の資本となる。その資本配

分をマクロ視点中心で判断してきた結果、過去約 25 年にわたり必ずしも十分な成果につながっ

ていないという認識を持っている。 

第三に、本来は事業部で判断すべき事項が上位組織の最終決定に委ねられていることで、事業部

長が最終意思決定責任を持たない構造が生じ、このことが主体性の低下を招く要因となっている。

これらの課題の解決は容易ではないが、引き続き検討と議論を重ね、今後の方向性を示していく

方針である。 
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Q: ホールディングス会社として、各事業会社のトップに期待していることは何か。 

A: 当社は、2022 年４月に事業会社制へ移行した。自主責任経営の徹底が目的であったが、一方で

事業会社ごとの個別最適に偏る傾向や、自己完結志向が一部で見られ、また、結果として人員の

増加を招いた側面もあった。今回の新体制では、事業会社 CEO がホールディングスの執行役員

を兼務する体制にした。今後は、グループであることの強みを生かし、事業会社間で積極的に情

報共有を行い、連携すべき領域は連携し、共通化すべき領域は共通化することで、個別最適では

なくグループ全体最適の視点を持ちながら、経営を一層強化していきたい。なお、この体制に基

づく議論は正式な任命以前から開始し、25 年度下期から、議論の機会を増やしてきた。今回のグ

ループ成長戦略は、ホールディングス主導ではなく、各領域における事業会社 CEO 同士の議論

の積み重ねにより、策定されたものである。 

 

Q: 2026 年度に改定される役員報酬制度の概要および導入の狙いは何か。 

A: 今回の見直しは、取締役に加え、執行役員および事業 CEO を含めた報酬体系全体の改革である。

従来は、事業会社ごとのパフォーマンス最大化を主眼に置いた設計としており、例えば、事業会社

社長の株式報酬は、譲渡制限付株式（RS：Restricted Stock）が基本報酬に対して 0.5 程度と

比較的低い水準であった。今回の改革では、企業価値向上に対するコミットメントをより強め、株

主との価値共有を図るため、株式報酬の比率を大幅に引き上げた。具体的には、RS に加えて業

績連動型株式報酬（PSU：Performance Share Unit）を導入した。PSU は 3 年間の TOPIX

（東証株価指数）および競合他社株価との比較に基づき、パフォーマンスに応じて支給される設計

になっている。 

また、報酬構成としては、例えばグループ CEO では、基本報酬 1 に対して従来は、RS が 0.75

であったものを、RS と PSU の合計で 2 とした。また、ホールディングス執行役員および事業会

社社長についても、従来は基本報酬 1 に対して 0.5 程度であった株式報酬を、RS と PSU の合

計で 1 まで引き上げた。このように、構成比としては PSU の比率を高めている。これにより、少

なくとも3年間において株価上昇が、TOPIXや競合企業並みでなければ標準的な報酬が得られ

ない設計となっており、経営陣のインセンティブを企業価値向上へ強く連動させている。 

 

■ AI インフラ・デバイス領域について 

Q: グループ成長戦略で、成長を牽引するデバイス領域、とりわけ AI インフラを支える蓄電システ

ム事業におけるカンザス工場を含めた生産能力拡大の投資判断の背景とリターンの考え方につ

いて伺いたい。また、蓄電システムは、現在は良好なポジションであるが、将来的な持続性に対す

る懸念の声も聞かれる。リスクをどのように考えているのか。 

A: 当社は、AI データセンター需要が顕在化する以前から約 10 年にわたり、蓄電システムを供給し

てきた実績があり、データセンター向け分散型電源システムにおいて約 8 割のシェアを有する。こ

の実績により、顧客との信頼関係は構築されている。 

現在、AI データセンターの進化に伴い、GPU（Graphics Processing Unit）や ASIC

（Application Specific Integrated Circuit）の高性能化が進み、高電圧対応や消費電力変
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動への対応、ピークシェービング性能の向上が求められている。この要求に対応するためには、電

池セルやキャパシタといったデバイス自体の進化が不可欠である。当社では、インダストリー事業

とエナジー事業が連携し、シナジーを発揮しながら、開発を進めている。これが、当社グループの

垂直統合の強みが発揮される領域であると言える。 

受注状況（アワード獲得）を踏まえると、今後 3 年間の販売計画の達成確度は高いと見ている。需

要減退のリスクは限定的と考える一方、顧客動向やサプライチェーンの制約、地政学リスクなどに

は留意が必要である。そのため、自社オペレーションの効率化とリードタイム短縮を進め、変化対

応力およびレジリエンスを高める取り組みを並行して進めている。 

投資面では、活用されていない国内の設備をデータセンター向けセル生産に転用しているが、そ

れを上回る需要に対しては、もともと車載電池向けを想定していたカンザス工場の一部を活用し、

データセンター向けに転用することを判断した。 

収益性の観点では、データセンター向け蓄電システムにおけるセル比率は原価の約 20％であり、

売上に対する減価償却費の負担は相対的に小さい。この点が、車載電池事業との収益構造上の

違いである。また、同事業単体での ROIC は開示していないが、エナジーソリューション事業全体

では、2028 年度、ROIC20%以上を目標としている。 

尚、AI インフラ関連事業の蓄電システム、キャパシタ、多層基板材料などのデバイス領域の戦略に

ついては、2026 年６月８日実施の Investor Day で詳細を説明させていただく予定なのでご

期待いただきたい。   

 

Q: 蓄電システム事業の投資リターンの時間軸について伺いたい。 

A: （長町部長） AI インフラを支えるデバイス領域は、グループ成長戦略において、2026 年度から

2028 年度にかけて約１,300 億円の利益増加を見込んでおり、調整後利益率も 20％を超える

水準を目指している。 

 

Q: データセンター向け蓄電システムの売上見通し（2027年度：8,000億円、2029年度：9,500

億円）について、この成長見通しにはどのような要因が織り込まれているのか。 

A: 基本的な考え方として、原材料価格の上昇については適切に価格へ反映するが、需給逼迫に乗じ

た価格引き上げは志向していない。あくまでも、原材料価格の変動分を中心に価格転嫁を行う方

針である。それ以上の単価上昇は現時点では大きく見込んでいない。 

 

Q: 多層基板の値上げや電池の原材料上昇、為替前提（円ドル:140 円）などを踏まえ、足元の実態

と計画値との乖離についてどのように考えればよいか。 

A: 当社の基本的な商売の考え方として、需給逼迫や市況の変化に応じて短期的に利益を最大化す

ることを目的とはしていない。顧客に価値を認めてもらい、選択・採用され、その対価として適正

な利益を得るという姿勢を重視している。このように、顧客に貢献し、その価値に見合った対価を

得るという「お役立ち料」の考え方を軸に、長期的に信頼され続ける事業運営を行うことが重要で

あり、これは創業以来変わらない基本方針である。 
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A: (長町部長） 蓄電システム事業については、今後も新製品が継続的に投入されるため、それに応じ

た付加価値向上は見込まれる。ただし、開発コストも発生するため、開発コストと顧客に提示する

価格とのバランスを適切に管理することが重要であると考えている。そのうえで、エナジーソリュ

ーション事業として、ROIC20％以上の目標を重視しており、価格設定やコスト管理はこの目標

に整合させて運用していく方針である。 

 

Q: インダストリー社の AI 関連売上の定義変更（AI 半導体周辺から AI インフラ領域への拡大）の

背景および変化点について伺いたい。 

A: 従来は「AI サーバー関連」として、GPU や TPU（Tensor Processing Unit）といった ASIC

周辺に限定して売上を集計していた。しかし、AI サーバーの高性能化に伴い、構成要素全体の重

要性が大きく変化している。 

具体的には、サーバー内部において CPU（Central Processing Unit）が複数の GPU を制御

する構成が進化している。また、データセンター全体ではネットワーク機器に対する高速通信要求

が急速に高まっている。この結果、信号伝送の高速化に伴い周波数が上昇し、基板材料について

も低損失特性が求められるようになっている。 

このような変化を踏まえ、需要は GPU や ASIC 周辺にとどまらず、基板材料やコンデンサーと

いったデバイス領域にも広範に拡大しており、AI インフラ全体を対象に捉える方が市場実態に即

していると判断し、「AI インフラ領域」という定義へと変更した。 

また、コンデンサーにおいては、高温環境下でも容量低下が起きにくい導電性コンデンサーの特

性が評価されており、GPU 周辺に限らず幅広い用途で採用が進んでいる。こうした需要拡大も

含め、AI インフラという広い枠組みで説明することが適切であると判断した。 

 

Q: AI インフラ領域における売上増（2026 年度 8,200 億円から 2028 年度 13,800 億円）に

向けた投資の内訳についてお伺いしたい。 

A: 2026 年度から 2028 年度の累計投資総額 5,000 億円の内訳としては、約 3,500 億円がエ

ナジーの電池関連、約 1,500 億円がインダストリーである。インダストリーでは、特に基板材料の

増産に向けた投資の比重が大きい。詳細については、2026 年 6 月 8 日実施の Investor Day

で各担当より説明するが、現時点ではそのように理解いただきたい。 

 

Q: デバイス領域における CBU(Capacitor Backup Unit)のようなシナジー創出が進んだ背

景や仕組み、今後の展開について伺いたい。 

A: 今回の取り組みは、単発で終わらせるのではなく、仕組みとして定着させていく必要がある。背

景には、人材の経験と流動性がある。現在、エナジー社 CEO である只信は、もともとキャパシタ

の事業部長を経験しており、キャパシタの特性や役割を深く理解している。また、インダストリー社

の CEO である小澤は、その部下として従事してきた経歴を持つ。このような経験を背景に、只信

は AI サーバーや GPU の進化に対応するためには、従来の延長ではなく、新たな性能要件を満

たすスーパーキャパシタが必要であると認識し、CBUのようなコンセプトにつながった。すなわち、
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単なる部品供給ではなく、システム全体を踏まえた最適設計の発想が生まれたことが大きい。 

当社の強みの一つは、特定領域に閉じたキャリア形成だけではなく、複数領域をまたぐ人材配置

によって多様な経験を蓄積できる点にある。例えば、私自身も、黒物家電事業（テレビ等）から白

物家電、さらに車載電池や車載事業へとキャリアを広げる中で、異なる事業課題への対応力を身

につけてきた。このような経験は、経営判断における「ツールボックス」を拡充すると同時に、異な

る領域の知見を組み合わせた新たな解決策の創出につながる。 

2025年秋以降に強化している事業会社 CEO 間の対話では、相互にコミュニケーションを取り、

互いの事業や強みを理解することから始めた。その上で、連携の可能性を探る取り組みを進めて

きた。今年度(26 年度)からは、ホールディングスの事業 CEO という位置付けのもと、こうした

連携がより実効性を持って機能し始めている。 

単一事業に特化することのメリットはある一方で、複数の事業を有することは、新たな発想や組み

合わせを生み出す余地を持つ。ある意味では、セレンディピティ（洞察を伴う思いがけない成果）

の側面もあるが、それを意図的に誘発し、加速させることが重要であると考えている。今回の

CBU の取り組みは、その具体的な例であり、今後も同様のシナジー創出をグループ全体に拡大し

ていきたいと考えている。 

 

Q: AI サーバー領域の拡大を踏まえ、今後、総合的な電源メーカーのような方向を目指す可能性あ

るのか。 

A: 総合的な電源メーカーになるというビジョンは持っていない。当社の強みは、電池やコンデンサ

ーといったデバイスそのものにある。したがって、電源全体を自社で完結するのではなく、電源分

野で高い専門性を持つ企業と協業しながら、ハイパースケーラーの要望に応じた進化を確実に実

現していく考えである。 

 

Q: AI サーバーにおける CBU の需要拡大や競争環境、HVDC（High Voltage Direct 

Current：高電圧直流送電）化に伴い、員数は拡大していくのか。  

A: サーバーの規模が拡大すれば、ピークシェービングに必要な容量も増加するため、搭載されるキ

ャパシタの容量は増加する。スーパーキャパシタを手掛ける企業も存在するが、当社はシステム全

体設計の中で必要なキャパシタのスペックを定義し、それに基づいて最適なデバイスを設計して

いる。この強みを生かし、最適な CBU を提供することで、ハイパースケーラーの要求に確実に応

えていく方針である。 

 

■ ソリューション領域について 

Q: ソリューション領域の再定義について、従来との違いと考え方を伺いたい。また、エナジーを外

した背景を教えていただきたい。 

A: 今回の再定義は、ソリューションの本質を踏まえた整理である。従来は顧客ニーズに応える事業

を広くソリューションと称していたが、改めて定義を厳格化した。具体的には、顧客の収益に貢献

し、顧客のオペレーションを継続的に支え、さらに高度化していくことに寄与するビジネスを、ソリ
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ューション領域と位置付けた。このため、ビジネスモデルとしては、サービスやエンジニアリング、

機能アップデートなどを通じて、継続的な価値提供と対価獲得を行う事業モデルが中核となる。

この定義に照らすと、データセンター向け蓄電システムはオペレーションを支える役割はあるもの

の、基本的にはハードウェアの売り切り型であり、収益拡大は技術進化による製品競争力に依存

する。このため、ソリューションではなくデバイス領域に分類した。この再整理により、事業会社と

領域の対応関係が明確になり、コネクト、エレクトリックワークス、HVAC & CC などがソリューシ

ョン領域として位置づけを行った。 

 

Q: ソリューション領域および MIF(Machines In the Field: お客様の現場に設置・稼働してい

る製品）について、他社との差別化や成長の実現性、KPI や時間軸の考え方について伺いたい。 

A: ソリューション領域の強みは、そのベースとなるハードにある。各分野でナンバーワンの製品群を

有しており、それらがコネクティッド化されている点が第一の差別化要因である。ただし、ハード

の強さだけでは不十分であり、顧客のオペレーションを止めないことに加え、エネルギーコストの

上昇、人手不足といった今後さらに深刻化する課題に対し、顧客に寄り添って解決する能力が重

視されている。 

この能力を発揮するためには、効率性と競争力を徹底的に磨き上げる必要があり、短期間で実現

できるものではない。そのため、約 3 年間をかけて基盤を強化していく。具体的な内容について

は、2026 年１２月１４日に開催予定の第２回 Investor Day で説明する予定であるが、各事業

において、すでに顧客から高い信頼を得ているサービスエンジニアリング力の強みを核として、コ

ネクティッド化されたハードの強みに加え、AI の活用も取り入れながら、現場の効率向上と顧客

にとっての安心感・利便性の向上を同時に実現していこうと考えている。 

このようなビジネスモデル変革により、2029 年度以降の売上および利益の成長につなげていく

のが戦略の骨子である。なお、この戦略はホールディングス主導ではなく、2025 年秋以降、3 つ

の事業会社（コネクト、エレクトリックワークス、HVAC & CC）が、議論を重ねる中で策定されたも

のである。 

 

■ 車載電池、Blue Yonder について 

Q: エナジーの車載電池事業における黒字化（IRA 除き）の見通しおよび今後の戦略について伺い

たい。 

A: EV 市場については、米国における政策転換の影響が大きく、EV 普及の前提が変化した。米国の

IRA 補助金（Inflation Reduction Act：インフレ抑制法）における電池支援は継続しているも

のの、当初の想定ほど EV 需要は伸びていない。また、戦略顧客における販売台数の一時的な減

少もあり、黒字化の時期は遅延している。 

ただし、中長期的には、EV市場が拡大すると見方に変わりはなく、2026年度は戦略顧客からの

需要が大きく増加する見込みであり、ネバダおよびカンザス工場において稼働率が改善していく

予定である。車載電池事業の黒字化には、稼働率の改善が重要である。 

尚、日本の住之江工場は、EV 向け供給を終了したラインをデータセンター向け用途への転用を進
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めているが、今後の需要動向次第では、再度車載用途への転用も必要となる可能性があるため、

柔軟な対応していく。 

その他、EV 以外の用途については、当社製電池の強みが、「安全性を前提とした体積エネルギー

密度」にあることから、搭載スペースに制約がある用途で優位性を発揮すると考えている。設置ス

ペースに余裕がある用途については、LFP（Lithium Iron Phosphate：リン酸鉄リチウムイオ

ン電池）などが優位となるため、競争環境は異なる。 

そのため、例えばヒューマノイドロボットなどの用途では強みを発揮できる可能性があるものの、

現時点の規模としては EV 市場が圧倒的に大きく、代替的に需要を埋めるものではないと認識し

ている。 

 

Q: Blue Yonder（BY）の収益性や今後の位置付けについて伺いたい。 

A: Blue Yonder はコア事業に育てることを目的に買収した（2021 年９月に完全子会社化) 。そ

の目的や期待は現在も変わっていない。一方で、当初の想定と異なった点は、サプライチェーン・

プランニングの強みを持つソリューションを、ネイティブ SaaS（Software as a Service）とし

て再構築する必要性を、買収前に十分に見極められていなかったことである。 

赤字が継続している要因は、この再構築に向けた BY としての戦略的な投資を実施してきたため

である。過去 3 年間の投資を通じて、ネイティブ SaaS 化に加え、複数の AI エージェントを活用

して、サプライチェーンを最適化する高度なコグニティブソリューションを構築することができた。

現在は、この新たなソリューションの立ち上げと拡販に注力している。 

また、上場による資金調達も引き続き検討しているが、SaaS 企業のバリュエーション低迷や技術

革新の進展を踏まえ、まずは、事業の立ち上げを優先する考えである。今後については、複数の選

択肢を排除せず、状況を見極めながら柔軟に検討していく方針である。 

 

■ 終わりに 

Q: 最後に、今回のグループ成長戦略発表を踏まえ、投資家へのメッセージをお願いします。 

A: これまでの情報発信および各種取り組みにおいて、十分な成果をお示しできなかった局面があり、

その結果として投資家の皆様に懸念やご不安を与えてしまった点があったことについては、真摯

に受け止めている。こうした反省を踏まえ、グループが一体となって経営体制および運営の枠組

みを見直し、新たな事業会社体制のもとで再出発した。なお、２０２６年５月１２日に発表したグル

ープ成長戦略は、この新たな体制のもとで策定されたものであり、この戦略を着実に遂行し、掲

げた目標を確実に達成することに全力で取り組んでいきたい。 

また、足元の株価上昇は、市場からの期待の表れであり、その期待に応えることが経営の最重要

課題の一つであると認識している。一方で、現状は期待が先行している側面もありますが、これは

当社に対する成長期待の裏返しであり、経営に対する規律として前向きに受け止めている。この

期待を確かな成果へとつなげるため、短期的な結果のみにとどまらず、中長期的な企業価値向上

に資する施策を着実に積み上げ、グループ一体となって成長戦略の実行に取り組み、持続的な成

長と企業価値の最大化を実現していきたい。 
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今後も市場との対話と透明性の高い情報発信を通じて、信頼の向上に努めてまいりますので、引

き続きご支援のほどお願い申し上げます。 

本日はご参加いただき、誠にありがとうございました。 
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本書面には、パナソニック ホールディングス株式会社（以下、当社）およびそのグループ会社(以下、当社およびグ

ループ会社を総 称して当社グループ)の「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本書面にお

ける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将

来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされた当社グループの仮定および判断に基づくものであ

り、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影

響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想 に関する記述に明⽰
的または黙⽰的に⽰される当社グループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと⼤幅に異 なる

結果をもたらすおそれがあります。当社グループは、本書⾯の⽇付後において、将来予想に関する記述を更新して公

表する義務を 負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、⾦融商品取引法に基づく今後の提出書類

およびその他の当社の⾏う開⽰を ご参照下さい。 

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるも

のではありません。 かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されています

のでご参照下さい。  

 

・⽶州、欧州、⽇本、中国その他のアジア諸国等の主要市場の経済情勢の動向、特に個⼈消費および企業による 

設備投資の動向  

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動 

・ドル、ユーロ、⼈⺠元等の対円為替相場の過度な変動による、外貨建てで取引される製品・サービス等のコスト 

および価格への影響 

・⾦利変動を含む資⾦調達環境の変化等による資⾦調達コストの増加および資⾦調達の制約 

・国内外における現在および将来の政治・社会状況の動向や、貿易・通商規制、開製販に関する規制等の変更による  

当社グループやサプライチェーンの事業活動への影響 

・気候変動を含む環境問題および責任ある調達活動（⼈権・労働、安全衛⽣、地球環境保全、情報セキュリティ、 

企業倫理等）に関する法規制・政策の導⼊・強化または税控除・補助⾦の廃⽌・縮⼩ 

・当社グループまたはサプライチェーンのシステムに対する不正アクセスやサイバー攻撃等による顧客情報・機密 

情報の外部流出、 業務停⽌またはネットワーク接続製品の脆弱性に起因する多⼤な対策費⽤負担の発⽣ 

・経営戦略の推進に必要な⼈材の獲得や、在籍している社員の流出防⽌の失敗 

・多岐にわたる製品・サービス分野および主要市場の国・地域における競争⼒維持の成否 

・他企業との提携または企業買収等の成否 

・現在および将来における当社グループの事業再編の成否 

・原材料供給・物流の混乱や価格⾼騰の発⽣または⻑期化 

・企業努⼒を上回る価格下落圧⼒や製品需要の減少 

・将来の市場ニーズに応えるための技術⾰新の成否またはAI（⼈⼯知能）等の新たな技術の利活⽤遅延 

・当社グループにおけるコンプライアンス違反⾏為（⼈権・労働に関するものを含む）の発⽣や 労働安全衛⽣上の 

重篤な事故の発⽣等に起因する費⽤負担または損失の発⽣ 

・製品やサービスに関する何らかの⽋陥・瑕疵、品質不正⾏為等による費⽤負担または損失の発⽣ 

・当社グループが保有する知的財産権に対する侵害や第三者の知的財産権を使⽤する上での制約 

・法規制等への違反による⾏政処分、刑事処分または損害賠償訴訟 

・⼤規模な⾃然災害、感染症の世界的流⾏、テロ・戦争等の発⽣ 
・当社グループが保有する有価証券およびその他の⾦融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税⾦資産などの  

非⾦融資産の評価の過度な変動、その他会計上の⽅針や規制の変更・強化 


